
  

 

令和 6 年度税制改正大綱 

～税制改正の内容は？？～ 

 

 新年あけましておめでとうございます。 

 皆様のご健勝と貴社の益々のご発展を心よりお祈り申し上げます。 

 昨年は金利差による円安や物価高など、生活にお金がかかることを再認識させられる一年でしたね。 

 今年は、マイナス金利政策の見直しなど、経済において変革期を迎えそうです。 

 さて、令和 6 年度の税制改正大綱が令和 5 年 12 月 22 日に閣議決定されました。このうち注目度の高い

ものをいくつかピックアップしてご紹介します。 

 

所得税・個人住民税の定額減税 

 

 令和 6 年分の所得税・令和 6 年度分の住民税に

ついて、納税者及び配偶者を含めた扶養親族 1 人

につき、所得税 3 万円・個人住民税 1 万円の定額

減税が実施されます。ただし、納税者の合計所得

金額が 1,805 万円以下である場合に限られます。 

 なお、具体的な減税措置の手続きは次の通りで

す。 

 

 給与所得にかかる所得税については、令和 6 年

6 月 1 日以後最初に支払いを受ける給与等につき

源泉徴収されるべき所得税の額から 1 人あたり 3 万

円の特別控除額を差し引きます。6 月支給分で引

ききれない場合は、翌月以降の源泉徴収所得税か

ら差し引きます。また、最終的には年末調整の際に

年税額特別控除額を差し引きます。 

 6 月以降の源泉徴収事務及び、年末調整事務が

複雑になりそうです。とくに扶養親族（16 歳未満含

む）の拾い忘れが起こらないよう注意しましょう。 

 

 個人住民税について特別徴収（給与から天引き

して、会社でまとめて納税）している場合には、令和

6 年 6 月に給与の支払いをする際は特別徴収を行

わず、特別控除の額を控除した後の個人住民税の

11 分の 1 の額を令和 6 年 7 月から令和 7 年 5 月

まで、それぞれの給与の支払いをする際毎月徴収

します。 

 つまり、市町村等で特別控除を差し引かれたあと

の税額が通知され、その通知に基づいて 11 か月

（通常は 12 カ月）で徴収・納税することとなります。 

 おそらく、所得税 3 万円、住民税 1 万円の定額減

税は、できるだけ早く、国民に届けたいという政府

側の思いと、法律の改正が令和 6 年 3 月末頃にな

るため、手続き的なスケジュールを考慮した結果だ

と思われますが、給与事務としては、例年とは異な

るイレギュラーなものになりますので、注意が必要

になりそうです。 

 

 

住宅ローン控除 

 

 住宅ローン控除については、子育て世代に対し

て令和 6 年分に限り住宅ローン控除の限度額が拡

大されます。 

裏面に続きます～ 
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 具体的には、年齢 40 歳未満であって配偶者を有

する者、年齢 40 歳以上であって年齢 40 歳未満の

配偶者を有する者又は年齢 19 歳未満の扶養親族

を有する者（子育て特例対象個人）が、認定住宅等

の取得をして令和 6 年 1 月 1 日から令和 6 年 12

月 31 日までの間に居住の用に供した場合の借入

限度額は次の通りとなります。 

住宅の区分 借入限度額 

認定住宅 5,000 万円 

ZEH 水準省エネ住宅 4,500 万円 

省エネ基準適合住宅 4,000 万円 

 

 

事業承継税制の延長 

 

 事業承継税制とは、先代経営者から次期経営者

が、会社の株式を贈与又は相続で取得した場合に

その株式に対する贈与税・相続税が猶予（一定の

要件を満たした場合には免除）される制度ですが、

令和 6 年 3 月末が期限とされていた、特例承継計

画の提出期限が 2 年延長されます。 

 

 

賃上げ促進税制の見直し 

 

 賃上げ促進税制については、大企業向けの制度、

中小企業向けの制度共に見直しが行われます。こ

こでは、中小企業向けに改正点について触れてみ

たいと思います。 

 ます、法人の規模にかかわらず基本的な控除率

が 15%から 10%に引き下げられます。また教育訓練

費が一定額以上の場合の控除加算要件について

は要件の見直しが行われます。そして、これまで税

額控除しきれなかった金額を繰り越すことはできな

かったのですが、5 年間の繰り越し控除ができるよう

になります。ただし、繰越税額控除制度は、繰越控

除をする事業年度において雇用者給与等支給額

が比較雇用給与等支給額（前年度給与等）を超え

る場合に限り適用できることとなります。 

 

 

扶養控除の見直し 

 

 児童手当の所得制限廃止に伴う扶養控除の見直

しについては、来年度の税制改正で状況確認後に

令和 8 年分以降の所得税と令和 9 年分以降の個

人住民税について改正する方向となりました。 

 

 

まとめ 

 

 税制改正大綱の内容については、これから国会

での審議を経て法制化されていきます。定額減税

の具体的な手続きについては、今後変更の可能性

もあるかもしれませんので、注視していきましょう。 
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